





















































































































































































































モデル 特 徴 欠 点 対応型
ジェネラリストモデル ・多様なレベルに対応
・唯一のサービス窓口としての責任
・ケア調整の単純化，連絡の簡略化
・個別化による利用者特性に関する深い知識
・「何でも屋であるが，何の上級者でもない」
・全面的責任の負担
・支援の長期化
Ⅰ型
Ⅲ型
スペシャリストモデル ・専門分化した技術の遂行
・専門領域をもつ構成員
・専門家によるチームの組織化
・定期的な会議，ケアプランの討議
・専門職間での責任の分配
・バーンアウト，孤立感の減少
・権限の決定が困難
・サービスの複雑化による利用
者の負担
・責任の分散
Ⅱ型
スペシャリスト
ジェネラリストモデル
・多様なレベルに対応
・専門分化した技術の遂行
・多職種とのチームモデル
・定期的な会議
・多職種の各視点と技術を生かしたプランニ
ングと実施
・専門分化による領域の限定
・専門領域外の知識不足，関心
の弱さ
・関与している専門性への偏り
Ⅱ型
Barbara,J.H.（＝2005）『相談援助職のためのケースマネジメント入門』,2843.をもとに筆者作成
段階の「colaboration＝協働」とに分け，最も緊密な連携を行う場合をチームとしている。菊池は
チームの定義を，①共通/共有された目標，②メンバーの相互依存的な協働，③小集団，という共通
した要件があることを提示したうえで，「明確な共有された目標を達成するために協働して働く，異
なった課題を持った2人以上の識別可能な集団」と定義している（菊池 2004:24）。また多職種チー
ムは，業務を行うワークチーム（workteam）であり5），それは業務を行う組織の組織形態の1つで
あるとし，同じ組織のメンバーではなく異なる組織のメンバーから構成されることもあり，ある課題
を達成するために編成されたチームであっても，所属する組織の方針が異なったり，利害関係が生じ
ることもあると述べている（菊池 2004:26）。このようなワークチーム固有の問題は，所属している
組織における地位や役割，及び職種間の関係である「組織上の構造」と，チームアプローチを行う上
で生じる地位や役割である「チームアプローチ上の構造」という2つのフォーマルな組織構造（地位
や役割）の並存から生じる問題としている（菊池 2004:26）。組織上及びチームアプローチ上の構造を
把握するためには，まず組織構造という視点からチームを検討していく必要がある。
（2） 組織上の構造
多職種チームは，ワークチームとして施設や病院内で1箇所の機関内で運営する場合や，在宅サー
ビスに関わる多機関によって運営する場合，双方ともに組織の一部として業務を行っている。このよ
うに組織の中で働き，組織を評価していくには組織に関する主要な理論を理解しておく必要がある。
企業や社会サービス組織はいずれも資金による影響が大きいため，組織理論は企業と経営に関する文
献の中で多く用いられている。経営学ではBarnardが組織を，「2人以上の人々の意識的に調整され
た活動や諸力の一体系」と定義し（Barnard＝2005:84），組織という体系が機能するには，①「伝達
（communication）」，②「協働意欲（wilingnesstocooperate）」，③「目的（purpose）」の3つの要素が
必要であるという6）。これらの要素はソーシャルワークにおいても取り入れられ，Daftは，第1に，
組織とは社会実体であり，個人は自分自身の価値観や性格を仕事に持ち込み，後の行動パターンとし
て組織の環境の中で発達する。第2に，組織は目標指向的であり，ソーシャルワーカーはこれらの目
標に対して到達の程度を評価できる。第3に，組織は意識的に構造化及び統合した活動システムであ
ると定義し，組織は運営上の方針，ヒエラルヒー，機能する異なるユニットを含む構造である。第4
に，組織は外部とつながり，社会サービスを提供している機関は，他の社会サービス機関とダイナミ
ックに相互作用している（Daft1998:11）と，4つの定義を提示した。菊池は，桑田田尾（1998）の
定義7）を取り入れ，組織を，環境との相互作用の中で生存し，成長発展，衰退していくシステムで
あり，行動の結果が環境に新たな変化をもたらすオープンシステムであるとし，組織構造をオープン
システムである二人以上の人々の意識的に調整された活動や諸力の一体系である組織の中の，組織目
標を達成するために形成された地位や役割の定型的なパターンと定義している（菊池 2000:14）。
これらを要約すると組織構造とは，組織が目標達成に向けて協働するときに形成される地位や役割
の定型的なパターンであり，そこでは権限の序列を含む地位や役割に応じた分業が行われているとい
える。組織における業務には，必要な知識や技術が業務の内容に応じて積み重ねられ，業務は専門化
し，業務を最も効果的，効率的に行われるよう組織的に取り組まれる。この目標達成に向けて協働す
るときに形成される地位や役割に応じた分業を，障害者自立支援法における「相談支援」という事業
の遂行からとらえた場合，現状の「相談支援」はケアマネジメントと同じ意味で使用され，また相談
支援事業を担う人々は，「相談専門員」，「コーディネーター」「サービス管理責任者」8）「生活支援ワ
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ーカー」，「ソーシャルワーカー」などさまざまな役割を通して関わっている。相談支援の概念は，
「社会福祉士及び介護福祉士法」において，社会福祉士の主要な役割を規定する概念として使用され
てきたが，今日ではケアマネジメントがソーシャルワークであるという考え方を厚生労働省は推進し
ている。2006年4月1日には障害程度区分の調査を指定事業所に委託する市町村が増え，指定事業
所が相談支援専門員を配置できない事業所では，この認定調査を従来のコーディネーターに委託する
場合もあり，本来の相談業務ができなくなっている事業所もでてきている。また，サービス利用計画
書作成費のみでは指定相談支援事業所の経営が難しく，従事する専門員も専従ではなく，併設されて
いる施設の業務と兼務しながら関わっている。このような業務の実態と遂行する専門職の名称の混乱
もあり，これまでのコーディネーターとしての相談業務の専門化の後退もみられるなか，組織におい
て役割に応じた分業が保障されず，相談支援者の役割藤が生じているといえる。
（3） チームアプローチ上の構造
多職種チームのアプローチモデルはこれまでの先行研究から，マルチディシプリナリー
（multidisciplinary）（マルチモデルと省略する），インターディシプリナリー（interdisciplinary）（インタ
ーモデルと省略する），トランスディシプリナリー（transdisciplinary）（トランスモデルと省略する）の3
つのモデルが使用されている。菊池はそれぞれのモデルの定義を次のようにまとめている。マルチモ
デルは患者ケアにおけるメディカルモデルから発展し，医師が中心となって他の専門職からの情報を
受け取りながら治療に関する意思決定を行うもので，職種間の階層性が存在する。インターモデルは，
慢性疾患や高齢者ケアに適しているといわれ，多職種が平等な立場から相互に意見交換し，チームメ
ンバー全員で意思決定を行うプロセスを踏む。トランスモデルでは，乳児幼児療育や障害児（特殊）
教育の場面から生まれたもので，家族が看護者の役割や医師が一部の医療行為や理学療法を行うなど，
役割の解放性のあることが特徴とされる（菊池 2002:9）。
また菊池は，役割解放の程度と協働連携の程度という2軸で多職種チームを類型化し，役割解放が
成立するには①専門職固有の領域が他の専門職と明確に区別されること，②提供するサービスに何ら
かの資格免許が必要なものは含まれないこと，③他の専門分野の基本的な知識や技術を習得したう
えで意図的計画的に行われることの3点をあげている（菊池 1999:282）。また松岡は，各モデルの
特徴を「階層性」，「相互作用性」，「役割の開放性」という要素から明らかにし，相互作用が大きいの
がインターモデル，小さいものをマルチモデルとし，役割の開放性が進んでいるのがトランスモデル
としている。またチームの活動を効率的に行っていくためには，領域におけるチームの認識の違い，
認識の違いから生じる藤，そこにまつわる障壁の克服の重要性を指摘している（松岡千代 2000:26）。
近藤（2007）は分業と協業の視点から，マルチモデル，インターモデル，トランスモデルをそれぞれ
連絡モデル，調整モデル，連携協働モデルとし，連携協働モデルの統合がさらに進行したモデル
として統合モデルを提示している。統合モデルは他職種，さらには本人の意見も反映したゴールが必
要となるリハビリテーションや長期ケアにふさわしいモデルとされる。障害者相談支援においては，
福祉，教育の連携におけるインターモデルとトランスモデルの混合型と考えられるが，3障害一元化
により医師，看護師，介護職との連携を含むマルチモデルも含まれたなかで，多職種が意思決定を行
うプロセスを踏むこととなる。また今後，高次脳機能障害のある人の在宅支援等，医療ケアの必要な
利用者への相談支援に関わることが増えていくことを踏まえると，近藤が提示した統合モデルも視野
に入れていかなければならないといえる。
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4.今後の課題
3障害対応に伴う多様な相談支援システムにおけるチームについて，実践モデルを使用し理念上の
定義を整理した。また，相談支援体制の構造と機能を考察するなかで，それぞれの実施に当たって，
サービス供給システムの整備や実施組織の運営上の課題，専門職の実践上の課題が多様にあることを
明らかにできた。3障害に対応する障害者相談支援者にはこれまでの障害別の専門性に加え，実践モ
デルによるチームアプローチを意識した具体的な取り組みが求められつつも，チームワークを促進す
ることに焦点を当てた教育的戦略を総合的に生み出すツール，教育内容等の研修プログラムの開発は
進んでいるとはいえない。研修受講者はチームアプローチが専門職に求められる専門性であることを
認識しつつも，具体的な実践モデルを提示した教授法も構築されていないなか，未だ習得する機会が
与えられていないといえる。多職種チームモデルを基盤とした実践が可能となる仕組みづくりや，多
職種多機関との連携技法，リーダーシップ学習モデルなどスペシャリストジェネラリストとして
のソーシャルワーカー養成方法への取り組みが求められる。
実際の連携場面では複雑なプロセスがあり，モデルに関してもそれぞれのモデルの相違を明確に線
引きすることは困難である。むしろこれらのモデルは支援のプロセスに応じて連続して使用されると
考えられる。このように実態と理論を画一的に捉えていくことは困難であるが，複雑な多職種間の連
携をモデルや類型として置き換えていくことは，実践者にとって自身の連携の幅を広げ，向上させて
いく方策を検討していく上でも意義のあることと考える。
今や連携は支援の結果や評価の項目に含まれ，連携実践が利用者にとってどれだけ有効なのかとい
った実証的な研究が進められている。チームワークのモデル化とともに専門職間連携の効果測定を進
めていくことで，多職種チームアプローチの有効性が実証できると考えられる。
注
1）「地域の障害者等の福祉に関する各般の問題につき，障害者等，障害児の保護者又は障害者等の介護を行う
者からの相談に応じ，必要な情報の提供及び助言を行い，併せてこれらの者と市町村及び第二十九条第二項に
規定する指定障害者福祉サービス事業者との連絡調整その他の厚生労働省令で定める便宜を総合的に供与する」
（障害者自立支援法第5条第17項第1号）
2）「支給決定を受けた障害者又は障害児の保護者（以下「支給決定障害者等」という。）が障害福祉サービスを
適切に利用することができるよう，当該支給決定障害者等の依頼を受けて，当該支給決定に係る障害者等の心
身の状況，その置かれている環境，障害福祉サービスの利用に関する意向その他の事情を勘案し，利用する障
害福祉サービスの種類及び内容，これを担当する者その他の厚生労働省令で定める事項を定めた計画を作成す
るとともに，当該サービス利用計画に基づく障害福祉サービスの提供が確保されるよう，第二十九条第二項に
規定する指定障害福祉サービス事業者等その他の者との連絡調整その他の便宜を供与すること」（障害者自立
支援法第5条第17項第2号）
3） 相談支援専門員は，障害者等の生活全般に係る相談，サービス利用計画の作成に関する業務を担当する。都
道府県が実施する「相談支援従事者研修」があり，実務経験（3年，5年，10年）とその後の相談支援従事者
研修の受講が要件となっている。
4） サービス利用計画作成費の単価は，1件850単位である。基本的に1件いくらの扱いである。
5） 菊池はワークチームを「常にチームに課せられた課題やチームを取り巻くさまざまな状況などの環境に対応
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して，内部構造つまりチームメンバーの地位と役割の定型的なパターンを任意に変更することによって，チー
ムの力を最も有効に発揮できるようにした組織の形態」と定義している（菊池 2004:26）。
6）「伝達技術は組織の形態を形成し，その内部経済に影響する」（Barnard＝2005:8594）とし，「組織の構造，
広さ，範囲は，ほとんど全く伝達技術によって決定されるから，組織の理論をつきつめていけば，伝達が中心
的地位を占めることとなる」（Barnard＝2005:95）とし，その最も重要な要素であることを示している。「協
働意欲（wilingnesstocooperate）」の，「意欲とは，克己，人格的行動の自由の放棄，人格的行為の非人格
化を意味する。その結果は努力の凝集であり結合である」（Barnard＝2005:87）とし，また「その範囲は，
強い意欲をもつ者から，中立的すなわち零の意欲を経て，強い反対意思，すなわち反抗とか憎悪にまでわたっ
ている」（Barnard＝2005:87-88）。協働意欲が生じるプロセスは，まず協働に伴う犠牲と誘因とをにかけ，
次に他の協働の機会によって期待される純満足度とそれを比較し，結果がプラスになるとき，個人は協働意欲
をもってその協働システムに対する貢献を選択する（Barnard＝2005:89）。「目的（purpose）」は，目的の容
認と協働意欲との関連性からとらえ，協働のための共通目的を「協働的側面」と「主観的側面」の2側面から
述べてその重要性を提示している。目的の「協働的側面」とは，共通目的が無形であったり，感情的であるよ
うな抽象的性格のものである場合，両者の差異について協働システムからは認識されにくいため，客観的目的
として共通の目的を貢献者に示すこととされる。目的の「主観的側面」は，組織の全参加者は「組織人格」と
「個人人格」の両者を内在させ，参加者個人は組織の目的を間接的にしか捉えず，むしろ個人にとって強く意
味を持つのは，個人に対する組織の関係である。この組織における共通目的と個人動機は区別し，個人的動機
は必然的に内的，人格的，主観的なものであり，共通の目的は，その個人的解釈が主観的なものであろうとも，
必ず外的，非人格的，客観的なものであることを述べている（Barnard＝2005:9091）。
7） 桑田田尾は，組織を環境との相互作用の中で生存し，成長発展，衰退していくシステムであり，その行
動を決定するために必要な目標や一連の制約条件を環境との関係の中で形成し，その行動の結果が環境に新た
な変化をもたらすようなオープンシステムであるとしている（桑田田尾 1998:55）。
8） 障害者自立支援法では，指定障害者支援施設等にサービス管理責任者を配置し，個別支援計画の策定や評価
を義務化し，施設内でのサービス提供の責任を明確化した。したがって，サービス管理責任者は施設等で提供
するサービスのプロセス全体の管理を行うことになる（相談支援専門員ハンドブック 2008:30）。
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